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は じ め に 
  

医療機関における職業感染対策は、産業保健対策の最重要課題になっており１）、平成 17

年２月 1日の日医政指発第 0201004 号）の（別記）により院内感染対策の 1つとして明

確に規定された。血液・体液曝露(以下血液曝露)による職業感染防止のために「注射針の

原則的リキャップ禁止」と針刺し防止のために工夫された鋭利器材（以下安全器材）の活

用、廃棄容器の適切配置など、医療従事者等を対象とした適切な感染予防対策を講じるこ

ととされ、（別記）は現在に引き継がれている２）。しかし、平成 24 年度の地方公務員の災

害の現況では、医師・歯科医師の「負傷」は清掃職員に次いで２番目に多く（千人率）、

リキャップ原則禁止後も増加傾向であり、針刺し防止訓練の徹底に努力している看護師の

「負傷」も減少していない。医師と看護師の肝臓疾患は平成 21年度からの５年間に毎年

56 件～68件が公災に認定されている 3)。地方公務員以外の民間病院などの医療関係者の血

液曝露状況と労災認定件数などの詳細は不明である。 

日本のただひとつの全国的な血液曝露サーベイランスは、エイズ拠点病院などの規模の

大きな病院を対象にした職業感染制御研究会（以下研究会）のエピネット日本版サーベイ

ランス（JES:Japan-EPINet Surbeillance）である 4)。研究会は 1996 年以後の 57,000 件を

超えるサーベイランスデータの解析を基に職業感染予防対策の活動を続けている。しか

し、規模の小さな病院や診療所の血液曝露状況は明らかになっていない。平成 22 年より

保健所の調査研究として名古屋二次医療圏 132 病院を対象にした無記名調査が始まり、平

成 24年度には倫理審査委員会の承認の下に岐阜三次医療圏 103 病院の記名郵送調査、平

成 25年度には５医療圏（280 病院：平成 24年度実績）の曝露調査がはじまり、中小病院

を含めた医療現場の血液曝露と対策の現状が明らかになってきた。本研究事業は前述の曝

露調査を踏まえて全国保健所会の協力事業として実施した。 

なお、本研究は、全国保健所長会協力事業としては１年間の限定事業になったが、研究

課題の血液曝露サーベイランスと職業感染対策の実施レベルの指標は病院における職業感

染一次予防の根幹をなすものである。よって、分担事業者は平成 26年 10 月に施行された

医療職勤務環境改善関係法との連携をも模索し、上記３指標についての調査対象病院を拡

大し、さらなる検討を加えて日本の血液曝露サーベイランスと職業感染サーベイス体制の

構築に寄与する予定である。 

本研究にご協力いただいた、調査対象病院の方々をはじめとする関係者の皆様に感謝申

し上げます 
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第１章 目的 
 

1. 目的 

全国の病院を対象にした曝露サーベイランス（Japan-EPINet Surveillance：エピネット

日本版サーベイランス、以下 JES ）と職業感染対策の研究は職業感染制御研究会によっ

て、ボランティアベースで行われているもののその広がりは不十分であり、またサーベ

イランス結果にもとづく対策の導入などの取り組みも十分ではない。それは、JES の対

象施設は 80 前後であり中小規模の病院の血液曝露サーベイランスデータが限られ、規

模の小さな多数の病院の血液曝露の現状と安全器材の導入などの曝露予防対策の実施

状況も明らかでない。したがって、規模の小さな施設においても適用可能な、血液曝露

状況と対策の優先度を検討できる曝露サーベイランスの指標の開発が望まれている。 

一方、2014 年に西アフリカで感染拡大したエボラ出血熱は国際的な社会問題になり

日本においても医療安全の根幹として血液曝露予防が改めて注目を浴び、医療の質・医

療安全の課題として職業感染一次予防の確立が求められている。 

 そこで、本研究では、小規模病院を含む医療圏の病院の血液曝露と対策の現状調査結

果を基に、血液曝露による職業感染一次予防対策の基盤になる科学的な曝露サーベイラン

スの指標と職業感染対策の実施レベルの指標の開発を目的にした。 

 

第２章 方法 
 

2. 方法   

１） 調査対象及び調査方法 

 本研究では、岐阜三次医療圏（103 病院）、宗谷（9 病院）、静岡（29 病院）、名古屋（132 病

院）の二次医療圏及び福岡市博多一次医療圏（18 病院）の総計 291 病院を対象に、共同調査

研究として実施した。2013 年度の実績調査のために関係書類と入力ソフトを郵送し、2014 年

10 月から 201 年 11 月にデータを回収した。得られた結果を解析し、曝露サーベイランスの

指標について検討した。特に、針刺し発生率として病床規模と針刺し報告件数、血液検体を

用いた検査数と報告件数について検討し、曝露源患者の感染症情報を用いて針刺し報告率

を研究し、労災申請率についても検討した。得られた結果から、針刺しに対する院内対策の

組織と活動状況および対策の方向性、また、曝露サーベイランスの指標とその意義について

考察を行った。 
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A．調査内容 

１.2013 年度の病床数と併設病床の種類などの病院施設情報 

病床型の区分では、一般病床型（以後一般：結核と感染症を含む）、療養病床型(以後

療養)、精神病床型（以後精神）はそれぞれの病床の種類が 90％以上を占める場合とし、

いずれの病床の種類が 90％以下の場合はその他に分類した。 

２.専門委員会などの血液曝露予防活動についての質問 

３.血液曝露報告件数 

４.曝露源患者の 5 種類の感染症［HIV,HCV,HBV,梅毒、ヒト T 細胞白血病ウイ

ルス 1 型（以後 ATLV-1）］の検査結果 

５.労働災害療養補償給付申請率・公務災害認定請求申請率（以後労災申請率）

と認定件数 

６.1 年間に実施した最も件数の多い臨床検査名と検査数 

７.曝露予防対策 

などを調査項目に設定し、病院名を記載する記名調査として実施した。 

 

B．倫理に関する配慮 

本研究は労働科学研究所倫理審査委員会の承認（2004‐03）を受けて実施した。 

 

C．統計学的処理 

本研究では、針刺し報告数と病床数および全血球計算検査 (以後 CBC)の群間比較に

はMann-Whitney の U 検定を、相関分析には Pearson の積率相関係数を使用した。

有意水準は 5％とした。針刺し報告率は負の二項分布を用いて算定した。 
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第３章 結果 

 

３．結果 

回収率は 80.2％（230/280）であった。CBC件数などを確定できなかった 20病院を除く 210病院

を対象に、今回は曝露サーベイランスの指標を検討するための調査成績に限定して解析を行った。 

１）．対象病院の病床型と病床数の分布 

210 病院の合計実稼働病床数は 40,904 床であった。病床種の分布は図１のようであり、病床数

が少ない規模の小さい病院ほど療養病床の併設が多く認められた。 

 

２）．病院感染対策委員会などの活動状況： 

 曝露事例を病院感染対策委員会等へ報告を行っている病院は 93.3％、職員へ周知している

病院は 95.2％であったが。曝露の要因分析に利用可能なエピネット日本版曝露報告書式を使用

しているのは 32.4％の施設であった。サーベイランス結果に基づいて対策を立案して対策を実施

していると回答したのは 90.0％であったが、そのうち 97 病院は不定期的な検討であり、曝露報告

があれば要因分析と対策を実施するとの回答であった。 

図 1 

（図１ 病床区分別 病床型の分布） 
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３）．曝露サーベイランスの指標Ⅰ：針刺し発生率 

A. 病床型別ＣＢＣ件数 

対象病院の病床型で定義した分類に従い、一般、療養、精神およびその他について、

各病床型区分別の病床数当たりの CBC の平均値と中央値および（最大値と最小値）を算出

した（図２）。一般（n＝99：病床数 23,424）の平均値 195.2、中央値は 146.0 であり、療

養（n＝36：病床数 1,014）、精神(n=19：病床数 5,315)、その他（n=56：病床数 8,345）の

平均値と中央値はそれぞれ 17.8 と 22.8、13.6 と 13.2 および 93.3 と 93.5 であった。療

養と精神の中央値は、それぞれ一般の 15.6％と 9.0％であった。ともに一般病の CBC/病床

数に対して Mann-Whitney 検定で有意な差が認められた（p＜0.05）。しかし療養と精神間

には有意な差を認めなかった。 

 

 

B．針刺し報告数と CBC 数の分布 

 全 210 病院における針刺し報告数は 1,332 件であり、針刺し報告数と CBC 件数の間には

有意な正の相関が認められた。（図３）。 

図２ 
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４）．曝露サーベイランスの指標Ⅱ：針刺し報告率 

 A．曝露源患者の HCV と 5 種類の感染症検査陽性率 

 曝露源患者の 5 種類の感染症検査(以後感染症)陽性例は重複 2 件を含む 248 件であっ

た。内訳は HIV(4件:1.6%)、HCV(152件：61.3%)、HBV(54 件:21.8%)、梅毒(30 件:12.1%)と ATLV-

1 (8件:3.2%)であった(図４)。針刺し報告総数に占める HCV と 5種類の感染症の陽性率の単純

計算値は 11.4％(152/1,332)と 18.6％（248/1,332）であった。 全 CBC 検査数に占める HCV 感

染症検査陽性患者の CBC 率を用いた負の二項分布では、報告率は 22.7％以下と推測できた

（図５）。 

 

図３ 

図４ 
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５）. 職業感染対策の実施レベルの指標：針刺し報告の災害申請率 

A. 労災申請の有無による針刺し報告数 

労災申請率は 49.4％（528／1,069）、認定率は 93.8％であった。194病院の労災申請の

有無による、CBC区分別の 1万 CBCあたりの針刺し報告数は、ほとんどの CBC区分におい

て、労災申請有りの病院は申請のない病院に比較して報告数が多く、労災申請のない病院

の 0.9倍から 7.8倍であった（図６）。 

 

図５ 

図６ 
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B. 労災申請率 100%の 20 病院の針刺し報告 

48 病院（54.5％：48/154）はすべての針刺し報告（249 件）を労災申請していた。そのうち報

告数が４件以上の 20 病院の針刺し件数は４件～37 件であった。曝露源患者の HCV 検査が

全例（60 件）陰性であった 8病院では、針刺し報告例の感染症検査がすべて陰性と報告され

ていた。他の 17病院の針刺し報告数は 2から 39件であった。感染症陽性率が不明と思われ

る８病院（60 件）を除く 12 病院（15７件）の曝露源患者の感染症陽性率は 5.4％～62.5％、平

均値は 24.2％であった。針刺し報告/1万 CBCでは 1.1～6.5にばらついていた（表 1）。 

 
（表１ 災害申請率 100％、報告数４件以上の 20病院：針刺し報告数と指標値） 

 

 

第４章 考察 
 

５．考察 

血液媒介病原物質による職業感染の一次予防対策の根幹は血液曝露サーベイランスであ

り、日本では職業感染制御研究会の 20 年に及ぶ JES サーベイランスによって大規模病院の

血液曝露の現状と対策の方向が明らかになってきた(5)。しかし小規模病院の現状は明らか

でなく、多数の多様な病院や医療施設を対象にした調査研究は、2006 年の島根産業保健推

進センターと(6)、2010 年から名古屋保健所長会が実施している名古屋医療圏 132 病院の無

記名の試験的調査に限られていた(7)。 

 本研究は、名古屋医療圏 132 病院、岐阜三次医療圏(平成 23 年度実績：103 病院)およ
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び 5 医療圏（平成 24 年度実績）調査の経験を基に実施した記名郵送調査である。小規

模病院にも適用できる血液曝露サーベイランスの指標と病院の曝露予防対策実施レベ

ルの指標について主に検討した。 

1) 病院感染対策委員会等の活動     

ほとんどの病院では職業感染の一次予防活動を遂行するために、病院感染対策委員会

などの活動は実施されていたが、血液曝露のサーベイランス結果に基づいて、針刺

し・血液体液曝露の要因解析と予防対策の立案、実施まで行っているのは 32.4％程度

の施設に留まっていると推測された。曝露の現状を正確に把握することが職業感染一

次予防対策の第一歩となる(8)。曝露サーベイランスの科学的な指標を設定して自施設

の発生率、報告率を検討する必要がある。 

２）曝露サーベイランスの指標 Ⅰ 

 A. 針刺し発生率の検討 

従来、血液曝露の発生率の指標として、観血処置を受ける患者数と在院日数を反映する、

100 実稼働病床数あたりの曝露件数が用いられている(5)。特に安全器材の効果評価などに

ついては多くの知見が 100 床あたりの発生率などの研究を用いて報告されている(9)。また、

個別鋭利器材による血液曝露件数の発生率の指標として、使用した針器材の 10 万本当たり

の針刺し報告数が報告されているが、ずれも規模の大きな病院における針刺し発生率の指標

である。 

B．CBC あたりの針刺し報告数の検討 

a．病床型別のＣＢＣ件数 

 医療圏の病院には手術件数や採血などの観血処置が少ない療養病床と精神病床が多

く含まれていた。100 病床あたりの針刺し報告件数を針刺し発生頻度の指標として設定

するためには、それぞれの病床型の観血処置数を検討する必要がある。 

病院診療の現場で最も多い観血処置は採血や注射処置である。その中で件数が最も多

く、かつ正確に把握できる臨床検査を検討した結果、CBC 件数を観血処置を反映する指

数とした。 

CBC 件数を病床型別に検討した結果、一般の中央値（CBC/病床数）は、療養と精神の

中央値の間に有意の差を認め（p<0.05）、療養の 6.4 倍、精神の 11.1 であった（図２）。 

ｂ．針刺し報告件数と CBC 件数の相関 

全病院の針刺し報告件数と CBC 件数の間には有意な正の相関が認められた（相関係数

=0.7715、P＜0.01）（図３）。報告率が高まればこの相関がより強まると推測される。今後、療養

と精神主体における針刺し報告件数と CBC 件数の相関についても調査件数を増やして検討

したい。 
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ｃ．1 万 CBC あたりの針刺し報告率 

CBC 件数では手術関連の観血処置件数を網羅できないので、1 万 CBC あたりの針刺し報

告数を曝露発生率の指標に用いる場合は、大規模病院よりも手術件数が少ない小規模病院

により正確に適用できると推測された。 

一方、規模の大きい病院には、1 万 CBC あるいは 100 病床数あたりの針刺し報告数を指

標として採用するとともに、手術関連の血液曝露件数の集計解析ができるエピネット日本版の

手術室版（OR版）を併用する必要があると思われる。今後、調査対象数を増やして１万 CBCあ

たりの針刺し報告数を用いた指標の妥当性をさらに検討する必要がある。 

A. 曝露サーベイランスの指標 Ⅱ 報告率 

A．曝露源患者の感染症陽性率の検討 

 職業感染１次予防対策の効果を判定するために曝露サーベイランスが不可欠である(9)。しかし、

曝露報告データを用いた報告率の検討法が一般的でなく、もっぱら用いられているのは無記名の

自記入式の調査票を用いた調査であり、報告率は 50％以下と報告されている(10)。イギリスの 1 病

院の報告率が 27％との報告もあり、露予防対策の効果判定のためには、過小報告が深刻な問題

になっている。 

 日本では報告率を推測するために、曝露源患者の HCV 陽性率を用いた［針刺し報告指数］が報

告された（11）。この報告指数は、曝露源患者の HCV 検査陽性率を A とし、HCV 陽性患者の述べ

入院日数が全入院患者の述べ入院日数に占める割合を B として、報告率１００％は A＝B と仮定し

た数式である。1997 年当時は入院患者に占める HCV 陽性入院患者の延べ入院日数の算出が煩

雑であった。また最近の傾向として、入院患者の HCV 検査実施率の低下、入院日数の短縮化、

HCV 陽性入院患者数の減少が顕著になり、HCV 感染症は指数感染症としての価値が以前に比較

して下がり、「針刺し報告指数」による報告率の検討法はほとんど普及しなかった。しかし、本研究

でも明らかなように、HCV 感染症は曝露源患者の感染症の 61.3％（152/248）を占めていた。報告

率の目安として、針刺し報告事例に占める HCV 陽性率は未だ重要であると思われた。今回試験的

に検討した「全 CBC 検査数に占める HCV 感染症検査陽性患者の CBC率を用いた負の二項分布」

では、報告率は 22.7％以下と推測できた（図５）。今後データ数を増やしてさらに検討したい。 

4). 職業感染対策の実施レベルの指標Ⅲ： 針刺し報告の労災申請率 

 2005年に、曝露事例の労災申請は県公立病院の半数が全例申請し、独立大学法人と私立病院

の 3割が感染症陽性事例のみと報告されている(6)。 

 本研究の労災申請率は 49.4％（528/1,069）であった。この成績は 2013年においても、本研究対

象になった医療圏の病院では血液曝露が労災であるとの認識が希薄であることを示している。 

労災申請を行っている病院は労災申請を行っていない病院に比較して針刺し報告件数が多く、

労災申請のない病院の 0.9 倍から 7.8 倍であった。（図５）。この理由は、労災申請の多い病院は
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病院職員の安全衛生意識が高く報告率が高まっているのか、あるいは曝露事例が多発している結

果なのかは判定できない。しかし、曝露事例をすべて労災申請している病院であっても報告率を

常に検討して報告率の向上に務める必要があると思われる。また、曝露報告さえ行われていない

多数の事例の存在が推測され、医療現場の安全衛生意識の希薄さを示唆していた。 

 患者に対して厳格に適用が求められている感染対策の基本概念「体液などの湿性物質は感染

性あり」を医療従事者にも全面的に適用して、医療安全の質を高める必要があると思われる。 

 血液曝露サーベイランスの指標の設定と活用は、現場の医療安全・労働安全衛生に不可欠な課

題であり、医師である病院長や産業医はこの指標を活用して、職業感染一次予防のために、現状

で何が必要かを改めて検討することが求められていると思われた。 

5). 調査の限界 

 本調査では個々の曝露事例の情報は収集していないので、曝露状況、曝露予防対策、労災認

定されなかった理由などの詳細は把握できていない。その結果、医療現場での具体的な職業感染

一次予防活動についは今後の研究課題として残された。また、HCV 感染症陽性率を報告率の目

安ではなく報告率の指標として活用できるよう、今後、各病院の全 CBC 数に占める曝露源 HCV 陽

性患者の CBC率を用いて、負の二項分布で報告率の検証について検討したい。 
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